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港湾労働法に基づく新港湾雇用安定等計画の策定等について（案） 

 

１．方 針   

 

港湾労働法の施行状況等を踏まえ、平成３１年４月１日から適用する新港湾雇用安定等

計画についての検討を行うとともに、必要に応じ、現行制度の在り方についても議論を行

う。 

 

２．現状とポイント等  

 

（１）港湾労働法の適用港湾・適用業種について 

 

【現 状】 

○ 港湾労働法の適用港湾は、同法第２条第１号及び港湾労働法施行令第１条において

規定されており、「東京港」、「横浜港」、「名古屋港」、「大阪港」、「神戸港」及

び「関門港」（いわゆる６大港）とされている。 

 

○ 港湾労働法の適用業種は、同法第２条第２号及び港湾労働法施行令第２条において

規定されており、港湾運送事業法第２条第１項第２号から第５号までの行為（「船内

荷役」、「はしけ運送」、「沿岸荷役」及び「いかだ運送」）及びこれらの行為に準ず

る行為であって政令で定めるもの（「船舶貨物整備」及び「倉庫荷役」）とされてい

る。 

 

【ポイント】 

○ 現行制度の在り方など 

 

 ○ その他 

 

（２）港湾倉庫指定問題への対応について 

 

【現 状】 

○ 港湾労働法の適用となる「港湾倉庫」については、港湾労働法施行令第２条第３号

等において、その範囲や対象が規定され、取り扱い海荷量に係る該当基準（概ね１０％

超）が定められており、公共職業安定所長が管轄運輸局長の意見を聴いて倉庫単位で

指定している。 

 

【ポイント】 

○ 港湾倉庫の指定に際し、検討すべき課題（正確な海荷量の把握など）はあるか。 
 

○ その他 
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（３）港湾区域における適正な雇用管理の推進への対応について 

 

【現 状】 

○ 港湾労働者が携帯する義務がある「港湾労働者証」について、港湾運送事業法上の許 
 可等事業者とそれ以外の事業者との識別を可能とするため、本年１０月から「色分け」 

を実施している。 
 

○  ハローワーク等によるパトロールの際、色分けされた港湾労働者証を確認し、港湾 

運送事業法違反の疑いがある事態を把握した場合には、速やかに地方運輸局等に通報 
を行うこととしている。 

 

【ポイント】 

○ 港湾労働者証の色分けの実施に伴い、その実効性の確保について、どのような方策

があるか。 
 

○ その他 

 

（４）港湾労働者の雇用管理改善について 

 

【現 状】 

○ 港湾労働者の月間実労働時間は、１９６時間（賃金構造基本統計調査（平成２９年））（※）

となっているのに対し、全産業の月間実労働時間は１７８時間（同）となっている。 

（※）いわゆる待機時間（拘束時間）も含まれる。 

 

○ 港湾労働者の月間所定労働時間は１６１時間（賃金構造基本統計調査（平成２９年））と

なっているのに対し、全産業の月間所定労働時間は１６５時間（同）となっている。 

 

○ 港湾労働者の月間所定外労働時間は３５時間（賃金構造基本統計調査（平成２９年）とな

っているのに対し、全産業の月間所定外労働時間は１３時間（同）となっている。 
 
○  港湾労働者の１月当たり賃金（決まって支給する現金給与）は３６２，１００円  

（賃金構造基本統計調査（平成２９年））となっているのに対し、全産業の１月当たり賃 
金は３３３，８００円（同）となっている。 

 

○ ６大港の港湾運送事業所のうち、何らかの形で週休二日制を導入している事業所の

割合は、８７．８％（港湾運送事業雇用実態調査（平成３０年））となっているのに対し、全産

業における何らかの週休二日制の導入割合は、８７．２％（就労条件総合調査（平成２９年））

となっている。 

 

【ポイント】 

○ 現行制度をより円滑に運営していく方策はあるか。 
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○  今後の港湾労働者の雇用改善の推進に際して、留意すべき点はあるか。 

 

 ○ その他 
 
（５）日雇労働者問題への対応について 

 

【現 状】 

○ 直接雇用の日雇労働者の月間平均就労日数は１６，０７９人日（平成２９年度）で、

全体に占める割合は２．９％となっている。 

 

○ なお、ハローワーク紹介による日雇労働者の月間平均就労日数は１，５８７人日（同

０．３％）で、直接雇用と合計すると就労日数全体の３％強となり、ここ数年同様の

傾向となっている。 
 

【ポイント】 

○ 日雇労働者の就労割合の更なる減少に向けた取り組みはあるか。 
 
○ その他 

 

（６）港湾労働者の職業能力開発について 

 

【現 状】 

○ 港湾職業能力開発短期大学校をはじめとする公共職業能力開発施設や港湾技能研修

センターにおいて、港湾運送業務に係る職業訓練の実施や講師の派遣、施設の提供等

が行われている。 

 

○ 現在、豊橋市にある「港湾技能研修センター」(運営：港湾労働安定協会)については、

港湾荷役機械の近代化・多様化等に対応し、訓練内容の充実・強化を図るため、平成

３１年１０月から神戸市に移転・拡充予定である。 

 

【ポイント】 

○ センター移転に伴い、円滑に訓練が行われる必要がある。 

 

○ センターの移転を契機に、今後の港湾労働者の職業能力開発の推進に際して、留意

すべき点はあるか。 

 

 ○ その他 

 

（７）その他 

 


